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2026年８月28日 

内閣官房長官 

木原 稔 様 

令和8年8月千葉豪雨に関する第2次緊急申し入れ 

公明党千葉豪雨災害対策本部 

本 部 長 平木 大作 

事務局長 竹内 真二 

 

令和8年8月千葉豪雨の発生から2週間が経過し、道路や交通機関の復旧が進む一

方、住家、医療・福祉施設、農林水産業、中小企業等の被害はなお深刻であり、

本格的な復旧・復興はこれからが正念場である。被災者や事業者、自治体等から

寄せられた切実な声を踏まえ、一日も早い生活の再建と事業の再開に万全を期す

とともに、今回の被害を教訓として豪雨による浸水や人的被害を防ぐための対策

を一層強化する必要がある。政府においては、支援制度を最大限かつ柔軟に活用

して復旧・復興を力強く支えるとともに、今回の災害を十分に検証し、同様の被

害を繰り返さないため、次の事項を迅速かつ着実に実施するよう強く要望する。 

 

記 

 

１．被災マンションの生活機能の早期復旧と再発防止支援 

今回の豪雨では、マンション等の受変電設備や給排水設備等が浸水し、停電、

断水、エレベーター停止等により、長期間にわたり居住が困難となる事例が発生

した。このようにライフラインの途絶等により自宅での生活が困難な被災者につ

いて、住戸自体の損壊が大きくない場合でも応急仮設住宅等を速やかに利用でき

るようにすること。また、給水、トイレ、入浴、ヘッドライト・LEDランタン等

の生活に必要な物資の供与、保健師の派遣や要配慮者支援など、復旧までの生活

支援に万全を期し、自治体の取組に必要な財政支援を行うこと。 

さらに、受変電設備、給排水設備、エレベーター等の共用設備の復旧や、重要

設備の高所化、止水対策等の再発防止について必要な財政支援を講じること。 

 

２．治水・内水氾濫対策の抜本的強化 

今回の豪雨では、短時間に排水能力を大幅に上回る雨が降り、河川氾濫に加

え、都市部を中心に深刻な内水氾濫が発生した。国、県、市町村が連携し、降雨

量、河川水位、下水道・排水施設の能力、地形等を踏まえて浸水原因を検証し、

河川整備と内水対策を一体的に進めること。また、河川改修、雨水幹線、排水機
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場、調整池・雨水貯留施設等について、気候変動による降雨量の増加を踏まえた

整備を進めること。特に、今回甚大な浸水被害が発生した河川・流域や、過去に

も浸水被害を繰り返している地域については、現在進められている河川改修をは

じめとする治水対策の進捗を加速するとともに、必要な対策を重点化・前倒しで

きるよう、国として必要な財政的・技術的支援を行うこと。 

 

３．冠水道路・アンダーパスの安全対策強化 

 今回、道路冠水により多数の車両が走行不能となり、アンダーパスを含む冠水

道路で人的被害も発生した。こうした被害を踏まえ、冠水危険箇所について、水

位計、排水設備、非常用電源、監視設備、警報表示等を点検し、必要な改修を進

めること。特にアンダーパス等については、一定の水位に達した場合に速やかに

通行規制を行えるよう、遮断設備や水位センサー等の整備を促進するとともに、

冠水・通行止め情報をカーナビやスマートフォン等へ迅速に提供する仕組みを強

化すること。 

 

４．豪雨時の人的被害防止と帰宅困難者対策の強化 

今回の人的被害では、徒歩や自動車など屋外を移動中に被災したとみられる事

例が相次いだ。短時間に状況が急激に悪化する豪雨時には、「冠水した道路には

入らない」「無理に帰宅・移動しない」「安全な建物や高い場所にとどまる」な

ど、住民が取るべき行動を具体的かつ分かりやすく周知すること。また、鉄道や

道路が同時に機能を失う事態を想定し、一時滞在施設の確保、トイレ、飲料水、

空調、通信環境、要配慮者への支援等、帰宅困難者の受け入れ体制を自治体、交

通事業者、民間事業者が連携して強化し、国が支援すること。 

 

５．土砂災害対策と重要インフラの耐災害性強化  

今回、県内各地で崖崩れや道路法面の崩落が発生したほか、浸水や停電等によ

り医療機関やライフラインにも影響が生じた。被災した道路、法面、河川等の原

因調査を行い、恒久的な復旧・再発防止対策を進めるとともに、住宅地、通学

路、幹線道路等に影響する危険箇所を改めて点検し、優先度の高い箇所から対策

を前倒しすること。また、病院、福祉施設、上下水道施設、変電所等について浸

水リスクを点検し、重要設備の高所化、防水扉・止水板、非常用電源等の整備を

促進すること。 

 

６．被災した農林水産業者への経営・営農継続支援  

農作物、農地、農業用施設・機械等の被害状況を早急に把握し、農業共済、収

入保険、災害関連資金等を迅速かつ柔軟に活用できるよう支援すること。また、
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種苗・資材の再購入、農業機械・施設の修繕・再取得、農地・農業用施設の復旧

等について既存制度を最大限活用し、営農継続に必要な支援を行うこと。特に、

播種のやり直しなど次期作への対応を急ぐ農業者について、支援が時機を逸する

ことのないよう迅速に対応すること。 

 

７．中小・小規模事業者の事業再建支援  

 地域経済と雇用を支える中小・小規模事業者が、今回の被災を理由に事業継続

を断念することのないよう、店舗、工場、事業所、倉庫等の施設や、機械設備、

什器等の復旧・再取得について、被害実態やこれまでの大規模災害における支援

措置も踏まえ、補助制度の活用・拡充など十分な財政支援を講じること。また、

水没等により使用できなくなったトラック、営業車、送迎車、福祉車両等、事業

継続に不可欠な事業用車両についても、修理・再取得等にかかる負担の軽減に必

要な支援を行うこと。あわせて、政府系金融機関等による低利融資に加え、既往

債務についても返済猶予や返済条件の変更等が柔軟に行われるよう、事業再建ま

での資金繰り支援に万全を期すこと。 

 

８．住宅の応急修理制度の柔軟化と支援対象の拡充 

住宅の応急修理制度について、発災直後、浸水した床や風呂等の生活衛生上

必要な箇所を緊急に復旧するため、制度の申請を待たず、自ら資材を購入して

修理を行い、既に支払いを完了した世帯があることを踏まえ、被災状況、修理

内容及び支出が写真、領収書等により確認できる場合には、こうした費用につ

いても遡及して支援の対象とする特例措置を講じること。また、室外機を含め

浸水被害等を受けた家庭用エアコンの修理・交換について、猛暑の中で生命・

健康を守るために必要との観点から応急修理制度の対象に加えること。 

 

９．生活道路として利用される被災私道の復旧支援 

今回の豪雨では、私道においても陥没等の被害が発生し、その復旧が土地所

有者等の大きな負担となっている。特に地域住民の生活道路等として利用され

ている私道については、自治体による復旧支援に対して必要な財政措置を講じ

るなど、その早期復旧を支援すること。 

             

以上 


